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◇大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由  

地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律等の改正に伴い、所要の改正

を行うものです。 

２ 改正の内容  

（１） 平成２４年度の固定資産の評価替えに伴い、土地に係る負担調整措置を原則３年延長（平 

成２４年度から平成２６年度まで）することとしました。また、住宅用地特例も現行を継

続します。ただし、住宅用地に係る特例措置は継続的な措置を講じた上で平成２６年度に

廃止することとなります。（附則第１０条の３、第１１条、第１１条の２、第１２条、第

１３条、第１３条の３、第１５条、第１９条、第２０条、第２１条、第２２条、第２３条

及び第２５条並びに改正条例附則第３条及び第４条関係） 

  （２） 特例民法法人から移行した一定の一般社団法人又は一般財団法人が平成２０年１２月１ 

日から設置している図書館、博物館及び幼稚園において直接その用に供する固定資産につ 

いて、固定資産税及び都市計画税を非課税とする特例措置が講じられたことに伴い、当該 

特例措置の適用を受ける場合において所要の手続を行うことを義務付けることとしました。 

（附則第１８条の１４の２関係） 

  （３） 特定都市河川浸水被害対策法に基づき設置された一定の雨水貯留浸透施設及び下水道除 

害施設の固定資産税の課税標準の特例措置に係る条例で定める割合を、それぞれ３分の２、 

４分の３としました。（附則第１０条の２） 

３ 施行期日  

平成２４年４月１日 

 

◇大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由  

地方税法の一部改正により、東日本大震災被災者への負担軽減が図られたことに伴い、所要の整 

備を行うものです。 

２ 改正の内容  

（１） 附則第４項中「金額から（」を「金額（」に改めます。 

 （２） 附則に「東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限の延長の特例」に関 

する規定を加えます。 

３ 施行期日  

平成２４年４月１日 

 

◇大和高田市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由  

民法の改正により、法人が未成年者の未成年後見人になることができるようになったため、所要

の規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

 未成年者の開示請求、訂正請求、削除請求及び中止請求に際して法定代理人が法人である場合の

規定を追加します。（第１８条、第２４条、第２７条及び第３０条関係） 

３ 施行期日  

平成２４年５月１４日 

公布された条例のあらまし 
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◇公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由  

公益法人制度改革に伴う派遣先団体の名称変更により規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

職員を派遣する団体の名称を変更します。 

  「社団法人大和高田市シルバー人材センター」→「公益社団法人大和高田市シルバー人材センタ 

ー」 

３ 施行期日  

平成２４年５月１４日 

 

◇大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例  

１ 改正の理由  

地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律等の改正に伴い、所要の改正

を行うものです。 

２ 改正の内容 

  公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかった者が寡婦（寡夫）控除を受けようとする場合の

申告書の提出を不要とします。（第２７条関係） 

３ 施行期日  

 平成２６年１月１日 
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条例第条例第条例第条例第１２１２１２１２号号号号    

 大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 平成２４年３月３１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

  大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

大和高田市税賦課徴収条例（昭和２６年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

附則第１０条の２を附則第１０条の３とし、附則第１０条の次に次の１条を加える。 

（法附則第１５条第２項第６号及び第１０項の条例で定める割合） 

第１０条の２ 法附則第１５条第２項第６号に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とす

る。 

２ 法附則第１５条第１０項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

 附則第１１条の見出し中「平成２１年度から平成２３年度まで」を「平成２４年度から平成２６年 

度まで」に改め、同条第６号中「附則第１８条第７項」を「附則第１８条第６項」に、「附則第１９ 

条の４第５項」を「附則第１９条の４第３項」に改める。 

 附則第１１条の２の見出しを「（平成２５年度又は平成２６年度における土地の価格の特例）」に 

改め、同条第１項中「平成２２年度分」を「平成２５年度分」に、「平成２３年度分」を「平成２６ 

年度分」に改め、同条第２項中「平成２２年度適用土地」を「平成２５年度適用土地」に、「平成２ 

２年度類似適用土地」を「平成２５年度類似適用土地」に、「平成２３年度分」を「平成２６年度分」 

に改める。 

 附則第１２条の見出し及び同条第１項中「平成２１年度から平成２３年度まで」を「平成２４年度

から平成２６年度まで」に改め、同条第２項中「住宅用地又は商業地等」を「商業地等」に、「平成

２１年度から平成２３年度まで」を「平成２４年度から平成２６年度まで」に改め、「、住宅用地に

あっては１０分の８、商業地等にあっては」を削り、同条第３項中「平成２１年度から平成２３年度

まで」を「平成２４年度から平成２６年度まで」に改め、同条第４項を削り、同条第５項中「平成２

１年度から平成２３年度まで」を「平成２４年度から平成２６年度まで」に改め、同項を同条第４項

とし、同条第６項中「平成２１年度から平成２３年度まで」を「平成２４年度から平成２６年度まで」

に改め、同項を同条第５項とする。 

 附則第１２条の２を削る。 

 附則第１３条（見出しを含む。）中「平成２１年度から平成２３年度まで」を「平成２４年度から

平成２６年度まで」に改める。 

 附則第１３条の３第１項中「平成２１年度から平成２３年度まで」を「平成２４年度から平成２６

年度まで」に改め、同条第２項を削り、同条第３項中「第１項」を「前項」に、「平成２１年度から

平成２３年度まで」を「平成２４年度から平成２６年度まで」に改め、同項を同条第２項とし、同条

第４項を削る。 

 附則第１５条第１項中「から第６項まで」を「から第５項まで」に、「平成２１年度から平成２３

年度まで」を「平成２４年度から平成２６年度まで」に改め、同条第２項中「平成２４年３月３１日」

を「平成２７年３月３１日」に改める。 

 附則第１８条の１４の次に次の１条を加える。 

第１８条の１４の２ 法附則第４１条第１５項各号に掲げる固定資産について同項の規定の適用を受 

けようとする者は、次の各号に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 

 （１） 当該固定資産を事業の用に供する者が法附則第４１条第１５項に規定する特定移行一般社

団法人等（以下この条において「特定移行一般社団法人等」という。）に該当することを明らか

条条条条    例例例例    
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にする書類 

 （２） 次に掲げる事項を記載した書類 

  ア 法附則第４１条第１５項の規定の適用を受けようとする土地の所在、地番、地目及び地積並

びにその用途 

  イ 法附則第４１条第１５項の規定の適用を受けようとする家屋の所在、家屋番号、種類、構造

及び床面積並びにその用途 

  ウ 法附則第４１条第１５項の規定の適用を受けようとする償却資産の所在、種類及び数量並び

にその用途 

 （３） 特定移行一般社団法人等が幼稚園、図書館又は博物館法第２条第１項の博物館（次号及び 

第５号において「博物館」という。）を設置した年月日を記載した書類 

 （４） 特定移行一般社団法人等が当該固定資産を直接保育、図書館又は博物館の用に供し始めた 

時期を記載した書類 

 （５） 当該固定資産が特定移行一般社団法人等で幼稚園、図書館又は博物館を設置するものの所 

有に属しないものである場合にあっては、第１号から前号までに掲げるもののほか、当該固定資 

産を当該特定移行一般社団法人等に無料で使用させていることを証する書類 

 附則第１８条の１５の次に次の１条を加える。 

 （東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限の延長の特例） 

第１８条の１５の２ その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本大震災（平成 

２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災

害をいう。）により滅失（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平

成２３年法律第２９号。以下この項及び次条において「震災特例法」という。）第１１条の６第１

項に規定する滅失をいう。以下この項において同じ。）をしたことによってその居住の用に供する

ことができなくなった所得割の納税義務者が、当該滅失をした当該家屋の敷地の用に供されていた

土地又は当該土地の上に存する権利の譲渡（震災特例法第１１条の４第６項に規定する譲渡をい

う。）をした場合には、附則第１７条第１項中「第３６条」とあるのは「第３６条（東日本大震災

の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成２３年法律第２９号）第１１条の６

第１項の規定により適用される場合を含む。）」と、「同法第３１条第 1項」とあるのは「租税特

別措置法第３１条第 1項」と、附則第１７条の２第３項中「第３７条の９の５まで」とあるのは「第

３７条の９の５まで（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第１１

条の６第１項の規定により適用される場合を含む。）」と、附則第１７条の３第１項中「租税特別

措置法第３１条の３第１項」とあるのは「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例

に関する法律第１１条の６第１項の規定により適用される租税特別措置法第３１条の３第１項」と、

附則第１８条第１項中「第３６条」とあるのは「第３６条（東日本大震災の被災者等に係る国税関

係法律の臨時特例に関する法律第１１条の６第１項の規定により適用される場合を含む。）」と、

「同法第３２条第１項」とあるのは「租税特別措置法第３２条第１項」として、附則第１７条、附

則第１７条の２、附則第１７条の３又は附則第１８条の規定を適用する。 

２ 前項の規定は、同項の規定の適用を受けようとする年度分の第２７条第１項の規定による申告書

（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時

までに提出された第２８条第１項の確定申告書を含む。）に、前項の規定の適用を受けようとする

旨の記載があるとき（これらの申告書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると市

長が認めるときを含む。）に限り、適用する。 

 附則第１８条の１６の見出し中「適用期限」を「適用期間等」に改め、同条中「につき東日本大震 

災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成２３年法律第２９号）」を「につき 

震災特例法」に、「附則第４５条第２項」を「附則第４５条第３項」に改め、同条に次の１項を加え 

る。 
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２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき震災特例法第１３条第３項若しくは第４項又は第１

３条の２第１項から第５項までの規定の適用を受けた場合における附則第７条の３及び第７条の

３の２の規定の適用については、附則第７条の３第１項中「法附則第５条の４第６項」とあるのは

「法附則第４５条第４項の規定により読み替えて適用される法附則第５条の４第６項」と、附則第

７条の３の２第１項中「法附則第５条の４の２第５項」とあるのは「法附則第４５条第４項の規定

により読み替えて適用される法附則第５条の４の２第５項」とする。 

 附則第１９条（見出しを含む。）中「平成２１年度から平成２３年度まで」を「平成２４年度から 

平成２６年度まで」に改める。 

 附則第２０条第１項中「住宅用地又は商業地等」を「商業地等」に、「平成２１年度から平成２３

年度まで」を「平成２４年度から平成２６年度まで」改め、「、住宅用地にあっては１０分の８、商

業地等にあっては」を削り、同条第２項中「平成２１年度から平成２３年度まで」を「平成２４年度

から平成２６年度まで」に改め、同条第３項を削る。 

 附則第２１条及び第２２条中「平成２１年度から平成２３年度まで」を「平成２４年度から平成２

６年度まで」に改める。 

 附則第２２条の２を削る。 

 附則第２３条（見出しを含む。）中「平成２１年度から平成２３年度まで」を「平２４年度から平

成２６年度まで」に改める。 

 附則第２５条第１項中「平成２１年度から平成２３年度まで」を「平成２４年度から平成２６年度

まで」に、「前項」を「前条」に、「第３９４条の３」を「第３４９条の３」に、「又法附則第１５

条」を「又は法附則第１５条」に改め、同条第２項を削り、同条第３項中「附則第２５条」を「前項」

に、「平成２１年度から平成２３年度まで」を「平成２４年度から平成２６年度まで」に改め、同項

を同条第２項とし、同条第４項を削る。 

 附則第２７条中「、第２０条第３項及び第２１条」を「及び第２１条」に、「附則第２５条第７項」

を「附則第２５条第６項」に、「附則第１８条第７項」を「附則第１８条第６項」に改め、「、附則

第２０条第１項及び第２０条第３項の「住宅用地」とは法附則第１７条第３号に」を削り、「附則第

２０条第３項から第２３条まで及び第２５条第４項」を「附則第２１条から第２３条まで」に、「か

ら第２５条第４項まで」を「及び第２５条」に、「附則第２７条の２第５項」を「附則第２７条の２

第３項」に改める。 

 附則第２８条中「、第６項、第１６項、第２２項から第３０項まで、第３２項、第３５項若しくは

第３７項」を「、第５項、第１４項、第１８項から第２６項まで、第２８項、第３０項、第３２項若

しくは第３６項」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 改正後の大和高田市税賦課徴収条例（以下「新条例」という。）附則第１８条の１６の規定

は、平成２４年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成２３年度分までの個人の市民

税については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、平成２４年度以

後の年度分の固定資産税について適用し、平成２３年度分までの固定資産税については、なお従前

の例による。 

２ 新条例附則第１０条の２第１項の規定は、平成２４年４月１日以後に取得された地方税法及び国

有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律（平成２４年法律第１７号。以下「平成２４年

改正法」という。）第１条の規定による改正後の地方税法（次項において「新法」という。）附則
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第１５条第２項第６号に規定する除害施設に対して課すべき平成２５年度以後の年度分の固定資

産税について適用する。 

３ 新条例附則第１０条の２第２項の規定は、平成２４年４月１日以後に取得された新法附則第１５

条第１０項に規定する施設に対して課すべき平成２５年度以後の年度分の固定資産税について適

用する。 

４ 改正前の大和高田市税賦課徴収条例（以下「旧条例」という。）附則第１２条第２項（住宅用地に

係る部分に限る。）及び第４項並びに第１３条の３第２項及び第４項の規定は、平成２４年改正法

附則第９条第１項の規定の適用を受ける土地に対して課する平成２４年度分及び平成２５年度分

の固定資産税については、なおその効力を有する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

旧条例附則第１２

条第２項 
前項 附則第１２条第１項 

平成２１年度か

ら平成２３年度

までの各年度分 

平成２４年度分及び平成２５年度分 

１０分の８ １０分の９ 

旧条例附則第１２ ０．８ ０．９ 

条第４項 平成２１年度か

ら平成２３年度

までの各年度分 

平成２４年度分及び平成２５年度分 

第１項 附則第１２条第１項 

旧条例附則第１３

条の３第２項 
前項 附則第１３条の３第１項 

平成２１年度か

ら平成２３年度

までの各年度分 

平成２４年度分及び平成２５年度分 

１０分の８ １０分の９ 

旧条例附則第１３

条の３第４項 
 ０．９ 

平成２１年度から

平成２３年度まで

の各年度分 

平成２４年度分及び平成２５年度分 

第１項 附則第１３条の３第１項 

５ 平成２４年改正法附則第９条第１項及び前項の場合における新条例の規定（固定資産税に関する

部分に限る。）の適用については、次の表の左欄に掲げる新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

附則第１４条 又は第１３条の

３ 

 

    

若しくは第１３条の３又は大和高田市税賦課徴収条

例の一部を改正する条例（平成２４年条例第   

 号。以下「平成２４年改正条例」という。）附則第

３条第４項の規定によりなおその効力を有するもの

として読み替えて適用される平成２４年改正条例に

よる改正前の大和高田市税賦課徴収条例（以下「平成

２４年改正前の条例」という。）附則第１２条第２項

若しくは第４項若しくは第１３条の３第２項若しく

は第４項 

附則第１３条の

３ 

附則第１３条の３又は平成２４年改正条例附則第３

条第４項の規定によりなおその効力を有するものと

して読み替えて適用される平成２４年改正前の条例

附則第１３条の３第２項若しくは第４項 
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附則第１５条第１

項 

から第５項まで から第５項まで又は平成２４年改正条例附則第３条

第４項の規定によりなおその効力を有するものとし

て読み替えて適用される平成２４年改正前の条例附

則第１２条第２項若しくは第４項 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、平成２４年度以

後の年度分の都市計画税について適用し、平成２３年度分までの都市計画税については、なお従前

の例による。 

２ 旧条例附則第２０条第１項（住宅用地に係る部分に限る。）及び第３項並びに第２５条第２項及び

第４項の規定は、平成２４年改正法附則第９条第１項の規定の適用を受ける土地に対して課する平

成２４年度分及び平成２５年度分の都市計画税については、なおその効力を有する。この場合にお

いて、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

旧条例附則第２０

条第１項 
前条 附則第１９条 

平成２１年度か

ら平成２３年度

までの各年度分 

平成２４年度分及び平成２５年度分 

１０分の８ １０分の９ 

旧条例附則第２０

条第３項 

０．８ ０．９ 

平成２１年度か

ら平成２３年度

までの各年度分 

平成２４年度分及び平成２５年度分 

 第２項 附則第１９条 

旧条例附則第２５

条第２項 
前項 附則第２５条第１項 

平成２１年度か

ら平成２３年度

までの各年度分 

平成２４年度分及び平成２５年度分 

１０分の８ １０分の９ 

旧条例附則第２５

条第４項 

０．８ ０．９ 

平成２１年度から

平成２３年度まで

の各年度分 

平成２４年度分及び平成２５年度分 

附則第２５条 附則第２５条第１項 

３ 平成２４年改正法附則第９条第１項及び前項の場合における新条例の規定の適用については、次

の表の左欄に掲げる新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

附則第２７条 及び第２１条 及び第２１条並びに平成２４年改正条例附則第４条

第２項の規定によりなおその効力を有するものとし

て読み替えて適用される平成２４年改正前の条例附

則第２０条第３項 

附則第２５条第 附則第２５条第６項において読み替えて準用される
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６項において読

み替えて準用さ

れる法附則第１

８条第６項に 

法附則第１８条第６項に、平成２４年改正条例附則

第４条第２項の規定によりなおその効力を有するも

のとして読み替えて適用される平成２４年改正前の

条例附則第２０条第１項及び第３項の「住宅用地」

とは法附則第１７条第３号に 

から第２３条ま

で 

から第２３条まで並びに平成２４年改正条例附則第

４条第２項の規定によりなおその効力を有するもの

として読み替えて適用される平成２４年改正前の条

例附則第２０条第３項及び第２５条第４項 

及び第２５条 及び第２５条並びに平成２４年改正条例附則第４条

第２項の規定によりなおその効力を有するものとし

て読み替えて適用される平成２４年改正前の条例附

則第２５条第２項及び第４項 

 

条例第条例第条例第条例第１３１３１３１３号号号号    

 大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２４年３月３１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（昭和３２年条例第２０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 附則第４項中「金額から（」を「金額（」に改める。 

 附則に次の１項を加える。 

 （東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限の延長の特例） 

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則第

４４条の２第３項の規定の適用を受ける場合における附則第４項（附則第５項において準用する場

合を含む。）の規定の適用については、附則第４項中「第３６条」とあるのは「第３６条（東日本

大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成２３年法律第２９号）第１１

条の６第１項の規定により適用される場合を含む。）」と、「同法」とあるのは、「租税特別措置

法」とする。 

   附 則 

 この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

条例第条例第条例第条例第１４１４１４１４号号号号    

 大和高田市個人情報保護条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２４年５月１４日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

大和高田市個人情報保護条例（平成１３年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 
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第１８条第１項第１号、第２４条第１項第１号、第２７条第１項第１号及び第３０条第１項第１号

中「居所」の次に「（法定代理人が法人である場合にあっては、その商号又は名称及び住所並びにそ

の代表者の氏名）」を加える。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

条例第条例第条例第条例第１５１５１５１５号号号号    

 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２４年５月１４日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

   公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例 

 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１４年条例第６号）の一部を次のように改正す

る。 

 第２条第１項第３号中「社団法人」を「公益社団法人」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

条例第条例第条例第条例第１６１６１６１６号号号号    

大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 平成２４年５月１４日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

 大和高田市税賦課徴収条例（昭和２６年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第２７条第１項ただし書中「、寡婦（寡夫）控除額」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成２６年１月１日から施行する。 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 改正後の大和高田市税賦課徴収条例第２７条第１項の規定は、平成２６年度以後の年度分の

個人の市民税について適用し、平成２５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

    

 

 

規則第規則第規則第規則第１７１７１７１７号号号号    

 大和高田市政治倫理条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２４年３月３０日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市政治倫理条例施行規則の一部を改正する規則 

 大和高田市政治倫理条例施行規則（平成１５年規則第４号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第３号中「社団法人」を「公益社団法人」に改める。 

   附 則 

 この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

規則第規則第規則第規則第２３２３２３２３号号号号    

 市長が保有する個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

規規規規    則則則則    
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  平成２４年５月１４日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

市長が保有する個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則 

市長が保有する個人情報の保護に関する規則（平成１３年規則第３３号）の一部を次のように改

正する。 

様式第９号中 

「   
 ふ り が な 

氏  名                  

電話番号                  」を 

「   
 ふ り が な 

氏  名                 

  法定代理人が法人である場合にあっては、その 

商号又は名称及び住所並びにその代表者の氏名 

   電話番号                  」に改める。 

様式第１０号及び様式第１１号中「情報公開室」を「企画法制課」に改める。 

様式第１９号、様式第２４号及び様式第２９号中 

「   
 ふ り が な 

氏  名                  

電話番号                  」を 

「   
 ふ り が な 

氏  名                 

  法定代理人が法人である場合にあっては、その 

商号又は名称及び住所並びにその代表者の氏名 

   電話番号                  」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年５月１４日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に改正前の市長が保有する個人情報の保護に関する規則様式第９号、様

式第１９号、様式第２４号及び様式第２９号の規定によりなされた請求は、改正後の市長が保有す

る個人情報の保護に関する規則様式第９号、様式第１９号、様式第２４号及び様式第２９号により

なされた請求とみなす。 

 

 

 

訓令第訓令第訓令第訓令第１０１０１０１０号号号号    

 大和高田市職員の職務に関する要望等の事務処理要綱を次のように定める。 

  平成２４年４月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市職員の職務に関する要望等の事務処理要綱 

 （趣旨） 

第１条 この訓令は、職員がその職務に関して受ける要望等に係る記録、報告その他の事務処理につ

いて必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この訓令において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

訓訓訓訓    令令令令    
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 （１） 職員 市の職員であって、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第２項に規

定する一般職に属するものをいう。 

（２） 要望等 職員以外の者が行う要望、要請、提言、提案、相談、意見、苦情、依頼その他こ

れらに類する行為をいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

ア 公式又は公開の場において行われる要望等であって、議事録その他これに類するものとして

別に記録がされるもの 

イ 要望等の内容が単なる問合せ又は公表されている事実の内容確認であるもの 

ウ 大和高田市法令遵守推進条例（平成２３年条例第１９号）第２条第６号に規定する特定要求

行為に該当するもの 

（要望等の記録等） 

第３条 職員は、要望等を受けたときは、速やかに要望等の記録票（様式第１号。以下「記録票」と

いう。）に必要事項を記載し、所属長に報告するものとする。この場合において、要望等が陳情書、

要望書、申請書その他の文書（ファクシミリ、電子メール等を含む。）によるものであるときは、

記録票中の要望等の内容欄への記載に代えて当該文書を記録票に添付するものとする。 

２ 前項の規定による報告を受けた所属長は、記録票に要望等に対する処理方針案を付した上で広報

情報課長、企画政策部長の合議を経て所属部長等の専決を受けなければならない。ただし、陳情書

その他所属部長等が重要と認める要望等については、市長の決裁を受けなければならない。 

３ 所属長は、要望等の内容が他の部課等に関係する場合には、関係する部課長等に要望等の内容を

報告し、処理方針案について協議する等必要な措置を講ずるものとする。 

４ 広報情報課長は、第２項の規定による合議をしたときは、要望等の総括表（様式第２号）に必要

事項を記載するとともに、定期的に市長に報告しなければならない。 

５ 所属長は、処理方針が決定されたときは、速やかに相手方にその処理方針を回答するものとする。

この場合において、決定された処理方針が第２項の規定による広報情報課長の合議を経た際の処理

方針案と異なる場合は、その旨を広報情報課長に報告しなければならない。 

（管理及び公開） 

第４条 所属長は、記録票を大和高田市文書規則（平成１１年規則第１４号）に基づき適正に管理し、

５年間保管するものとする。 

２ 記録票は、大和高田市情報公開条例（平成１０年条例第２５号。以下「条例」という。）第２条第

２号に規定する公文書として開示請求の対象となり、開示又は不開示の判断については、条例第６

条の規定によるものとする。 

（補則） 

第５条 この訓令に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この訓令は、告示の日から施行する。 

様式第１号（第３条関係） 

要望等の記録票 

    年  月  日 

所属長 

 大和高田市職員の職務に関する要望等の事務処理要綱（平成２４年訓令第１０号）の規定により、

次のとおり報告します。 

受付日時      年  月  日  午前・午後  時  分 

受付場所  

受付方法 
１．面談  ２．電話  ３．ファクシミリ  ４．電子メール 

５．その他（      ） 

要望等の相手方 住所又は所在地 
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氏名又は名称 

電話番号 

応対者 所属           職名・氏名 

要望等の内容  

処理方針案  

様式第２号（第３条関係） 

要望等の総括表 

（    年  月～  月分） 

番号 要望等の年月日     年  月  日 相手方 １．個人 ２．団体 

 

要望等の概要 

方法（       ） 担当課（         ） 

内容 

処理方針の概要 

 

番号 要望等の年月日     年  月  日 相手方 １．個人 ２．団体 

 

要望等の概要 

方法（       ） 担当課（         ） 

内容 

処理方針の概要 

 

番号 要望等の年月日     年  月  日 相手方 １．個人 ２．団体 

 

要望等の概要 

方法（       ） 担当課（         ） 

内容 
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処理方針の概要 

 

番号 要望等の年月日     年  月  日 相手方 １．個人 ２．団体 

 

要望等の概要 

方法（       ） 担当課（         ） 

内容 

処理方針の概要 

 

 

 

 

告示第告示第告示第告示第４８４８４８４８号号号号    

 身体障害者相談員設置要綱を次のように定める。 

  平成２４年３月３０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   身体障害者相談員設置要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１２条の３第１項の身体障

害者相談員（以下「相談員」という。）の業務に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （委嘱） 

第２条 市長は、人格見識が高く、社会的信望があり、身体に障害がある者の福祉増進に熱意を有し、

奉仕的に活動でき、かつ、その地域の実情に精通している者で、原則として身体に障害のある者の

うちから適当と認められる者に対して委嘱通知書（第１号様式）により相談員として委嘱する。 

 （任期） 

第３条 相談員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠又は増員により選任された相談員

の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 

 （業務） 

第４条 相談員は、次に掲げる業務を行う。 

 （１） 身体障害者地域活動の中核体となり、その活動の推進を図ること。 

 （２） 身体に障害のある者の更生援護に関する相談に応じ、必要な指導を行うこと。 

 （３） 身体に障害のある者の更生援護につき関係機関の業務に協力すること。 

（４） 身体に障害のある者に対する市民の認識と理解を深めるため、関係団体との連携を図って

障害者福祉の増進に努めること。 

 （５） その他前各号に附帯する業務を行うこと。 

 （関係機関との連携） 

第５条 相談員は、業務を行うに当たっては、大和高田市社会福祉事務所、民生委員等の関係機関と

緊密な連携を保たなければならない。 

 （委嘱の解除） 

第６条 市長は、相談員が次の各号のいずれかに該当する場合は、委嘱を解除することができる。 

告告告告    示示示示    
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（１） 業務の遂行に支障があり、又はこれに耐えられない場合 

（２） 業務を怠り、又は業務上の義務に違反した場合 

（３） 相談員としてふさわしくない行為があった場合 

（４） その他市長が適当でないと認めた場合 

 （責務） 

第７条 相談員は、次の各号に掲げる責務を負うものとする。 

（１） 身体障害者の身上及び家庭に関する秘密を守らなければならない。 

（２） 業務を行うに当たって、相談員であることを証する証票（様式第２号）を携帯しなければ

ならない。 

 （３） 業務を行うために必要なケース記録その他帳簿を整備しなければならない。 

（補則） 

第８条 この告示に定めるもののほか、相談員について必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

様式第１号（第２条関係） 

第      号 

                                    年   月   日 

 様 

                             大和高田市長   

委嘱通知書 

  身体障害者相談員に委嘱させていただきましたので通知します。 

 なお、職務の執行に当たっては、下記の事項に注意して行われますようお願いします。 

１．業務 

次の各号の業務を行います。 

（１）身体障害者地域活動の中核体となり、その活動の推進を図ること。 

（２）身体に障害のある者の更生援護に関する相談に応じ、必要な指導を行うこと。 

（３）身体に障害のある者の更生援護につき関係機関の業務に協力すること。 

（４）身体に障害のある者に対する市民の認識と理解を深めるため、関係団体との連携を図って

障害者福祉の増進に努めること。 

（５）その他前各号に附帯する業務を行うこと。 

２．関係機関との連携 

相談員は、業務を行うに当たっては、大和高田市社会福祉事務所、民生委員等の関係機関と緊密

な連携を保たなければならない。 

３．任期 

         年  月  日から     年  月  日まで 

４．委嘱の解除 

 相談員が次の各号のいずれかに該当する場合は、委嘱を解除する場合があります。 

（１）業務の遂行に支障があり、又はこれに耐えられない場合 

（２）業務を怠り、又は業務上の義務に違反した場合 

（３）相談員としてふさわしくない行為があった場合 

（４）その他市長が適当でないと認めた場合 

５．その他 

   相談員は、次の各号に掲げる責務を負います。 

  （１）身体障害者の身上及び家庭に関する秘密を守らなければならない。 

（２）業務を行うに当たっては、身体障害者相談員証を携帯すること。 

（３）業務を行うために必要なケース記録その他帳簿を整備しなければならない。 
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様式第２号（第７条関係） 

                     （表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

告示第告示第告示第告示第４９４９４９４９号号号号    

 知的障害者相談員設置要綱を次のように定める。 

  平成２４年３月３０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   知的障害者相談員設置要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１５条の２第１項の知的障害

者相談員（以下「相談員」という。）の業務に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （委嘱） 

第２条 市長は、人格見識が高く、社会的信望があり、知的障害がある者の福祉増進に熱意を有し、

奉仕的に活動でき、かつ、その地域の実情に精通している者で、原則として知的障害のある者の保

護者のうちから適当と認められる者に対して委嘱通知書（第１号様式）により相談員として委嘱す

る。 

 （任期） 

第３条 相談員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠又は増員により選任された相談員

の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 

 （業務） 

第４条 相談員は、次に掲げる業務を行う。 

（１） 知的障害のある者の家庭における養育、生活等に関する相談に応じ、必要な指導、助言（知

的障害者更生相談所及び児童相談所が行う専門的な相談指導を除く。）を行うこと。 

（２） 知的障害のある者の施設入所、就学、就職等に関し、関係機関へ連絡すること。 

第   号 

年  月  日 

身体障害者相談員証 

住  所 

氏  名 

生年月日 

任  期     年  月  日から 

          年  月  日まで 

 上記の者は、大和高田市身体障害者相談員であることを証明する。 

    大和高田市長         印   

（注 意） 

１ この証は、職務中は常に携帯し、関係人から請求があったと

きは、これを提示しなければならない。 

２ この証は、他人に貸与し、譲渡し、又は改ざんしてはならな

い。 

３ この証を紛失し、又は損傷したときは、直ちに届け出なけれ

ばならない。 

４ この証は、退職し、又は解職されたときは、直ちに返還しな

ければならない。 
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（３） 知的障害のある者に対する援護思想の普及に努めること。 

（４） 知的障害のある者に対する市民の認識と理解を深めるため、関係団体との連携を図って障

害者福祉の増進に努めること。 

 （５） その他前各号に附帯する業務を行うこと。 

 （関係機関との連携） 

第５条 相談員は、業務を行うに当たっては、大和高田市社会福祉事務所、民生委員等の関係機関と

緊密な連携を保たなければならない。 

 （委嘱の解除） 

第６条 市長は、相談員が次の各号のいずれかに該当する場合は、委嘱を解除することができる。 

（１） 業務の遂行に支障があり、又はこれに耐えられない場合 

（２） 業務を怠り、又は業務上の義務に違反した場合 

（３） 相談員としてふさわしくない行為があった場合 

（４） その他市長が適当でないと認めた場合 

 （責務） 

第７条 相談員は、次の各号に掲げる責務を負うものとする。 

（１） 知的障害のある者の身上及び家庭に関する秘密を守らなければならない。 

（２） 業務を行うに当たって、相談員であることを証する証票（様式第２号）を携帯しなければ

ならない。 

 （３） 業務を行うために必要なケース記録その他の帳簿を整備しなければならない。 

（補則） 

第８条 この告示に定めるもののほか、相談員について必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

様式第１号（第２条関係） 

第      号 

                                    年   月   日 

 様 

                             大和高田市長   

委嘱通知書 

  知的障害者相談員に委嘱させていただきましたので通知します。 

 なお、職務の執行に当たっては、下記の事項に注意して行われますようお願いします。 

１．業務 

次の各号の業務を行います。 

（１）知的障害のある者の家庭における養育、生活等に関する相談に応じ、必要な指導、助言（知

的障害者更生相談所及び児童相談所が行う専門的な相談指導を除く。）を行うこと。 

（２）知的障害のある者の施設入所、就学、就職等に関し、関係機関へ連絡すること。 

（３）知的障害のある者に対する援護思想の普及に努めること。 

（４）知的障害のある者に対する市民の認識と理解を深めるため、関係団体との連携を図って障

害者福祉の増進に努めること。 

（５）その他前各号に附帯する業務を行うこと。 

２．関係機関との連携 

相談員は、業務を行うに当たっては、大和高田市社会福祉事務所、民生委員等の関係機関と緊密

な連携を保たなければならない。 

３．任期 

         年  月  日から     年  月  日まで 
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４．委嘱の解除 

 相談員が次の各号のいずれかに該当する場合は、委嘱を解除する場合があります。 

（１）業務の遂行に支障があり、又はこれに耐えられない場合 

（２）業務を怠り、又は業務上の義務に違反した場合 

（３）相談員としてふさわしくない行為があった場合 

（４）その他市長が適当でないと認めた場合 

５．その他 

   相談員は、次の各号に掲げる責務を負います。 

  （１）知的障害のある者の身上及び家庭に関する秘密を守らなければならない。 

（２）業務を行うに当たっては、知的障害者相談員証を携帯すること。 

（３）業務を行うために必要なケース記録その他帳簿を整備しなければならない。 

様式第２号（第７条関係） 

（表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏） 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

告示第告示第告示第告示第５０５０５０５０号号号号    

 社団法人大和高田市シルバー人材センター運営補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように 

定める。 

  平成２４年３月３０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   社団法人大和高田市シルバー人材センター運営補助金交付要綱の一部を改正する告示 

 社団法人大和高田市シルバー人材センター運営補助金交付要綱（平成２年告示第８号）の一部を次

のように改正する。 

 題名中「社団法人」を「公益社団法人」に改める。 

第   号 

年  月  日 

知的障害者相談員証 

住  所 

氏  名 

生年月日 

任 」を「告示」に改める。 

 様式第１号中「社団法人」を「公益社団法人」に改め、「受けたいの

で」の次に「公益社団法人」を加える。 

 様式第４号中 

 期     年  月  日から 

          年  月  日まで 

 上記の者は、大和高田市知的障害者相談員であることを証明する。 

    大和高田市長         印   

（注 意） 

１ この証は、職務中は常に携帯し、関係人から請求があったとき

は、これを提示しなければならない。 

２ この証は、他人に貸与し、譲渡し、又は改ざんしてはならない。 

３ この証を紛失し、又は損傷したときは、直ちに届け出なければ

ならない。 

４ この証は、退職し、又は解職されたときは、直ちに返還しなけ

ればならない。 
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 第１条中「要綱」を「告示」に、「社団法人」を「公益社団法人」に改める。 

 第４条第２項中「人材センター」の次に「運営」を加える。 

 第１２条中「要綱 

「大和高田市シルバー人材センター 

 補助金交付決定通知書     」を 

「大和高田市シルバー人材センター 

 運営補助金交付決定通知書   」に、 

「社団法人」を「公益社団法人」に改め、「決定したので」の次に「公益社団法人」を加える。 

 様式第５号中「社団法人」を「公益社団法人」に改め、「したいので」の次に「公益社団法人」を加

える。 

 様式第６号中「社団法人」を「公益社団法人」に、「、大和高田市」を「公益社団法人 大和高田 

フ リ ガ ナ 

市」に、「名   義」を「名   義」に改める。 

 様式第７号中「社団法人」を「公益社団法人」に改め、「実績を」の次に「公益社団法人大和高田市」

を加える。 

   附 則 

 この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

告示第告示第告示第告示第６７６７６７６７号号号号    

平成２４年５月１４日、次の事件を付議するため、大和高田市議会臨時会を本市議事堂に招集する。 

平成２４年５月７日 

大和高田市長  吉 田 誠 克   

 

告示第告示第告示第告示第６８６８６８６８号号号号    

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 

  平成２４年５月１６日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．処分の根拠 

  移動日から６０日経過したにもかかわらず、引取りがないため。 

２．処分対象自転車等の保管場所 

  大和高田市曽大根 

  大和高田市高架下自転車保管所 

３．処分年月日 

  平成２４年６月１日 

４．処分対象自転車等の移動年月日 

  平成２４年２月２日、同月６日、同月８日、同月１４日、同月１６日、同月２１日、同月２７日 

 

告示第告示第告示第告示第６９６９６９６９号号号号    

 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５１条の２０及び児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）第２４条の２８の規定により、次の者を指定特定相談支援事業者又は指定障害児相談支

援事業者に指定したので告示します。 

  平成２４年５月２９日  

大和高田市長 吉 田 誠 克   
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指定等に係る指定特定相談支

援事業者又は指定障害児相談

支援事業者の名称及び主たる

事務所の所在地 

特定非営利活動法人 

生活支援センターもちつもたれつ 

大和高田市内本町６－１８ 

指定等に係る事業所の名称及

び所在地 

生活支援センターもちつもたれつ 

大和高田市内本町６－１８ 

指定等の年月日 平成２４年５月１日 

指定等に係る指定計画相談支

援又は指定障害児相談支援の

種類 

指定特定相談支援事業 

指定障害児相談支援事業 

事業の主たる対象者 障害の種類の定め無し 

特定相談支援事業所番号又は

障害児相談支援事業所番号 

特定相談支援事業所番号２９３０８０００２０ 

障害児相談支援事業所番号２９７０８００１７９ 

 

告示第告示第告示第告示第７０７０７０７０号号号号    

 屋外広告物法第８条の規定により、次のとおり違反広告物を保管しましたので告示します。 

平成２４年５月２９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克 

整理

番号 
名   称 種 類 数量 設置場所 除却日 保管開始日 保管場所 

１ 日本共産党 はり札 
１

１ 
市内 ５／１８ ５／１８ 市役所西駐車場 

２ 公明党 はり札 １ 市内 ５／１８ ５／１８ 市役所西駐車場 

３ 自由民主党 はり札 ３ 市内 ５／１８ ５／１８ 市役所西駐車場 

４ 幸福実現党 はり札 
３

６ 
市内 ５／１８ ５／１８ 市役所西駐車場 

５ 健生会友の会 はり札 
５

５ 
市内 ５／１８ ５／１８ 市役所西駐車場 

６ 荒木珠算塾 はり札 １ 市内 ５／１８ ５／１８ 市役所西駐車場 

７ 松村珠算書道塾 はり札 １ 市内 ５／１８ ５／１８ 市役所西駐車場 

        

        

        

        

        

 
       

問い合わせ先  環境建設部 都市計画課   ＴＥＬ ０７４５－２２－１１０１ 

 

告示第告示第告示第告示第７１７１７１７１号号号号    

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成２４年５月３０日付

けで専決処分した予算の要領は次のとおりです。 
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  平成２４年５月３０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 平成２４年度大和高田市一般会計補正予算（第１号） 

    

    

 

 

告示第告示第告示第告示第７２７２７２７２号号号号    

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成２４年５月３１日付

けで専決処分した予算の要領は次のとおりです。 

  平成２４年５月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

 

１ 平成２４年度大和高田市住宅新築資金等貸付金特別会計補正予算（第１号） 

２ 平成２４年度大和高田市駐車場事業特別会計補正予算（第１号） 
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告示第告示第告示第告示第７３７３７３７３号号号号    

 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５１条の２０の規定により、次の者を指定特定

相談支援事業者に指定したので告示します。 

  平成２４年６月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克 

指定等に係る指定特定相談支

援事業者又は指定障害児相談

支援事業者の名称及び主たる

事務所の所在地 

社会福祉法人 萌 

大和郡山市小泉町７３－１ 

 

指定等に係る事業所の名称及 生活支援センター なっつ 
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び所在地 大和高田市礒野北町１－２ 

指定等の年月日 平成２４年４月１日 

指定等に係る指定計画相談支

援又は指定障害児相談支援の

種類 

指定特定相談支援事業 

 

事業の主たる対象者 精神障害者 

特定相談支援事業所番号又は

障害児相談支援事業所番号 

２９３０８０００６１ 

 

告示第告示第告示第告示第７４７４７４７４号号号号    

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条の規定により自転車

等放置禁止区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第

１項の規定により告示します。 

  平成２４年６月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．移動理由 

自転車等放置禁止区域内に放置されていたため。 

２．移動年月日 

平成２４年５月７日、同月９日、同月１５日、同月２１日、同月２３日、同月２９日、同月３１

日 

３．移動対象区域 

  近鉄松塚駅・近鉄築山駅・近鉄大和高田駅・近鉄高田市駅・ＪＲ高田駅・近鉄浮孔駅周辺自転車

等放置禁止区域 

４．保管場所 

  大和高田市曽大根 

  大和高田市高架下自転車保管所 

５．引取期間 

  移動日から６０日間。ただし、祝日は除く。 

６．引取時間 

  午前９時～正午・午後１時～午後５時 ただし、土曜日・日曜日は午前９時～正午 

７．引取りのための必要事項 

（１） 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証・保険証

等）をお持ちください。 

（２） 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します。 

  ア．移動費 ２，０００円 

  イ．保管費 １，０００円（ただし、移動日から１４日以内は無料） 

８．連絡先 

  大和高田市役所 生活安全課  電話（０７４５）２２－１１０１（代表） 

 

 

 

公告第公告第公告第公告第４５４５４５４５号号号号    

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２４年５月１１日 

公公公公    告告告告    
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大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業務名 公共下水道事業に伴う測量（１） 

２ 業務場所 大和高田市栄町・東中２丁目地内 

３ 履行期間 契約締結の日から平成２４年１２月２８日（金）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。 

（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の測量業務に登録されている者であるこ

と。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（４）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（５）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１５

年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができませ

ん。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監

理室にも備え付けています。 

（２）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 

（３）受付期間   平成２４年５月１１日（金）から平成２４年５月１５日（火）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（４）受付時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（５）受付場所   大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日    平成２４年５月１６日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送する。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧等の期間   平成２４年５月１１日（金）から平成２４年５月１７日

（金）まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧等の場所   大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 （本庁舎南隣） 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間    平成２４年５月１１日（金）から平成２４年５月２１日（月）

まで 

（２）受付時間    午前８時３０分から午後１時まで 

（３）送信先     大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 
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（４）回答期限    平成２４年５月２１日（月）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限    平成２４年５月２４日（木）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先   〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６郵便事業株式会社大和高田支店留 

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

（３）郵送方法  不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵

便によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時    平成２４年５月２５日（金）午前９時００分 

（２）場所    大和高田市役所 別棟２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の範囲内において最低の価格をもって入札を

行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥１，２００，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第公告第公告第公告第４６４６４６４６号号号号    

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２４年５月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業務名 東中２丁目地内測量業務委託 
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２ 業務場所 大和高田市東中２丁目地内 

３ 履行期間 契約締結の日から平成２４年８月３１日（金）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。 

（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の測量業務に登録されている者であるこ

と。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（４）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（５）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１５

年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができませ

ん。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監

理室にも備え付けています。 

（２）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 

（３）受付期間   平成２４年５月１１日（金）から平成２４年５月１５日（火）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（４）受付時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（５）受付場所   大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日    平成２４年５月１６日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送する。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧等の期間   平成２４年５月１１日（金）から平成２４年５月１７日

（金）まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧等の場所   大和高田市大中１００番地の１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 （本庁舎南隣） 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間    平成２４年５月１１日（金）から平成２４年５月２１日（月）

まで 

（２）受付時間    午前８時３０分から午後１時まで 

（３）送信先     大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限    平成２４年５月２１日（月）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 



平成２４年６月１１日（月）       大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公 報報報報              第２８１号 

 29

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限    平成２４年５月２４日（木）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先   〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６郵便事業株式会社大和高田支店留 

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

（３）郵送方法  不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵

便によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時    平成２４年５月２５日（金）午前９時１０分 

（２）場所    大和高田市役所 別棟２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の範囲内において最低の価格をもって入札を

行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥４７０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第公告第公告第公告第４７４７４７４７号号号号    

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２４年５月１８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業務名 
学校施設耐震改修設計業務｛耐震補強計画・耐震実施設計｝（陵西小学校棟ＮＯ.１

１・１６） 

２ 業務場所 大和高田市大字池田地内 

３ 業務期間 契約締結の日から平成２５年３月２９日（金）まで 
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４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者名簿の建築設計業務に登録されて

いる者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）建築士法（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）第２３条の規定に基づく

一級建築士事務所の登録を行っていること。 

（４）管理技術者及び申請書に記載を求める主任担当技術者は、それぞれ１名であ

ること。ただし、管理技術者が建築士法第１０条の２第１項に該当する構造設計

一級建築士である場合は、当該管理技術者が主任担当技術者を兼任することを認

める。 

（５）管理技術者は一級建築士とし、建築の総合分野の業務を担当すること。 

（６）主任担当技術者は建築士法第１０条の２第１項に該当する構造設計一級建築

士であり、管理技術者の下で当該業務を実施する技術者とし、建築の構造分野の

業務を担当すること。 

（７）管理技術者及び主任担当技術者は、申請者の組織に所属していること。ただ

し、構造計算等を協力業者に依頼する場合の主任担当技術者は、協力業者の所属

であることを認める。 

（８）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（９）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（１０）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１

５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができませ

ん。 

（１）申請書は本市指定様式（耐震関連設計業務用）によるものとします。様式に

ついては、大和高田市ホームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）

するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）申請書には主任担当技術者の構造一級建築士証の写しを添付してください。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 

（４）受付期間    平成２４年５月１８日（金）から平成２４年５月２８日（月）

まで。ただし、土曜日、及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間    午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所    大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日    平成２４年５月２９日（火） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送する。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の配布等 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布等の期間   平成２４年５月１８日（金）から平成２４年５月２５日

（金）まで。ただし、土曜日、及び日曜日を除きます。 

（２）配布等の時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 
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（３）配布等の場所   大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

（４）費用の負担    配布に係る費用は、頂きません。 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間    平成２５年６月４日（月）から平成２４年６月８日（金）

まで 

（２）受付時間    午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先     大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限    平成２４年６月１１日（月）午後５時まで 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限    平成２４年６月１４日（木）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先   〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６郵便事業株式会社大和高田支店留 

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

（３）郵送方法  不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵

便によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２４年６月１５日（金）午前１０時００分 

（２）場所   大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 
無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

大和高田市契約規則第３０条によるものとします。 

１７ 最低制

限価格 

設定しません。 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 
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公告第公告第公告第公告第４８４８４８４８号号号号    

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２４年５月１８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業務名 学校施設耐震改修設計業務｛耐震補強計画・耐震実施設計｝（高田小学校棟ＮＯ.１

１） 

２ 業務場所 大和高田市大中東町地内 

３ 業務期間 契約締結の日から平成２５年３月２９日（金）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者名簿の建築設計業務に登録されて

いる者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）建築士法（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）第２３条の規定に基づく

一級建築士事務所の登録を行っていること。 

（４）管理技術者及び申請書に記載を求める主任担当技術者は、それぞれ１名であ

ること。ただし、管理技術者が建築士法第１０条の２第１項に該当する構造設計

一級建築士である場合は、当該管理技術者が主任担当技術者を兼任することを認

める。 

（５）管理技術者は一級建築士とし、建築の総合分野の業務を担当すること。 

（６）主任担当技術者は建築士法第１０条の２第１項に該当する構造設計一級建築

士であり、管理技術者の下で当該業務を実施する技術者とし、建築の構造分野の

業務を担当すること。 

（７）管理技術者及び主任担当技術者は、申請者の組織に所属していること。ただ

し、構造計算等を協力業者に依頼する場合の主任担当技術者は、協力業者の所属

であることを認める。 

（８）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（９）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（１０）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１

５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

（１１）同日開札する案件において落札者となっていない者であること。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができませ

ん。 

（１）申請書は本市指定様式（耐震関連設計業務用）によるものとします。様式に

ついては、大和高田市ホームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）

するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）申請書には主任担当技術者の構造一級建築士証の写しを添付してください。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 

（４）受付期間    平成２４年５月１８日（金）から平成２４年５月２８日（月）

まで。ただし、土曜日、及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間    午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所    大和高田市大中１００番地１ 
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大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日    平成２４年５月２９日（火） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送する。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の配布等 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布等の期間   平成２４年５月１８日（金）から平成２４年５月２５日

（金）まで。ただし、土曜日、及び日曜日を除きます。 

（２）配布等の時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）配布等の場所   大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

（４）費用の負担    配布に係る費用は、頂きません。 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間    平成２５年６月４日（月）から平成２４年６月８日（金）

まで 

（２）受付時間    午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先     大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限    平成２４年６月１１日（月）午後５時まで 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限    平成２４年６月１４日（木）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先   〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６郵便事業株式会社大和高田支店留 

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

（３）郵送方法  不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵

便によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２４年６月１５日（金）午前１０時１５分 

（２）場所   大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 
無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者 予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者とします。 
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の決定 

１６ 契約保

証金 

大和高田市契約規則第３０条によるものとします。 

１７ 最低制

限価格 

設定しません。 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第公告第公告第公告第４９４９４９４９号号号号    

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２４年５月１８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業務名 
学校施設耐震改修設計業務｛耐震補強計画・耐震実施設計｝（磐園小学校棟ＮＯ.９

－１・９－２） 

２ 業務場所 大和高田市大字有井地内 

３ 業務期間 契約締結の日から平成２５年３月２９日（金）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者名簿の建築設計業務に登録されて

いる者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）建築士法（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）第２３条の規定に基づく

一級建築士事務所の登録を行っていること。 

（４）管理技術者及び申請書に記載を求める主任担当技術者は、それぞれ１名であ

ること。ただし、管理技術者が建築士法第１０条の２第１項に該当する構造設計

一級建築士である場合は、当該管理技術者が主任担当技術者を兼任することを認

める。 

（５）管理技術者は一級建築士とし、建築の総合分野の業務を担当すること。 

（６）主任担当技術者は建築士法第１０条の２第１項に該当する構造設計一級建築

士であり、管理技術者の下で当該業務を実施する技術者とし、建築の構造分野の

業務を担当すること。 

（７）管理技術者及び主任担当技術者は、申請者の組織に所属していること。ただ

し、構造計算等を協力業者に依頼する場合の主任担当技術者は、協力業者の所属

であることを認める。 

（８）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（９）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（１０）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１

５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

（１１）同日開札する案件において落札者となっていない者であること。 
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６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができませ

ん。 

（１）申請書は本市指定様式（耐震関連設計業務用）によるものとします。様式に

ついては、大和高田市ホームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）

するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）申請書には主任担当技術者の構造一級建築士証の写しを添付してください。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 

（４）受付期間    平成２４年５月１８日（金）から平成２４年５月２８日（月）

まで。ただし、土曜日、及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間    午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所    大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日    平成２４年５月２９日（火） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送する。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の配布等 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布等の期間   平成２４年５月１８日（金）から平成２４年５月２５日

（金）まで。ただし、土曜日、及び日曜日を除きます。 

（２）配布等の時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）配布等の場所   大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

（４）費用の負担    配布に係る費用は、頂きません。 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間    平成２５年６月４日（月）から平成２４年６月８日（金）

まで 

（２）受付時間    午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先     大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限    平成２４年６月１１日（月）午後５時まで 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限    平成２４年６月１４日（木）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先   〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６郵便事業株式会社大和高田支店留 

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

（３）郵送方法  不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵

便によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の
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規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時    平成２４年６月１５日（金）午前１０時３０分 

（２）場所    大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 
無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

大和高田市契約規則第３０条によるものとします。 

１７ 最低制

限価格 

設定しません。 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第公告第公告第公告第５０５０５０５０号号号号    

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

 なお、その関係書類を本市市民部産業振興課に備え置いて縦覧に供します。 

  平成２４年５月１８日 

大和高田市長  吉 田 誠 克   

 

 

 

教育委員会訓令第教育委員会訓令第教育委員会訓令第教育委員会訓令第２２２２号号号号    

 大和高田市立学校給食調理業務プロポーザル選定委員会設置要綱を別紙のように定める。 

  平成２４年５月１６日 

                             大和高田市教育委員会 

委員長 村 井 善 治   

大和高田市立学校給食調理業務プロポーザル選定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 大和高田市立学校給食調理業務（浮孔小学校・浮孔幼稚園、陵西小学校・陵西幼稚園、片塩

小学校・片塩幼稚園、菅原小学校・菅原幼稚園）を実施するに当たり、業務委託に係る受託者（以

下「受託者」という。）の特定をプロポーザル方式により厳正かつ公平に行うため、大和高田市立

学校給食調理業務プロポーザル選定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会    
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第２条 委員会の所掌事務は、次に掲げる事項とする。 

（１） 選定要領及び仕様書の審議並びに策定に関する事項 

（２） プロポーザルに参加させる事業者の指名に関する事項 

（３） 提案書及びヒアリングの内容の審査並びに評価に関する事項 

（４） 受託候補者の選定に関する事項 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる職にある者をもって組織する。 

 （１） 教育長 

（２） 校長会会長 

（３） 校長会学校給食担当者 

（４） 小学校栄養教諭 

（５） ＰＴＡ代表 ２名 

（６） 企画政策部長 

（７） 財務部長 

（８） 教育委員会事務局長 

２ 前項の委員のほか、委員長が必要と認めるときは、同項各号に掲げる委員以外のものを委員とす

ることができる。 

３ 委員長は、教育長をもって充てる。 

４ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

５ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委員が、そ

の職務を代理する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、最初に招集される委員会の日から受託者の特定の日までとする。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

４ 委員会は、会議のため必要があると認めるときは、関係職員その他関係人を出席させ、当該職員

等に対して意見を徴し、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（会議の非公開） 

第６条 委員会の会議は、非公開とする。 

（中立の保持） 

第７条 委員は、プロポーザルに参加している特定の事業者に対し、利益又は不利益を与える行為を

してはならない。 

（守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

 （庶務） 

第９条 委員会の庶務は、教育委員会事務局教育総務課において処理する。 

（委任） 

第１０条 この訓令に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮っ

て定める。 

附 則 

 この訓令は、平成２４年５月２１日から施行する。 
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教育委員会告示第教育委員会告示第教育委員会告示第教育委員会告示第１１１１１１１１号号号号    

 児童ホーム臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示を別紙のように定める。 

  平成２４年５月２３日 

大和高田市教育委員会 

委員長 村 井 善 治   

   児童ホーム臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示 

 児童ホーム臨時職員の任用等に関する要綱（平成１６年教育委員会告示第６号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第７条第１項中「時間給と」を「時間額と」に改め、同項各号を次のように改める。 

 （１） 月額 １０９，４００円 

 （２） 時間額 ８５０円 

   附 則 

 この告示は、告示の日から施行する。 

 

教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会告示第告示第告示第告示第１２１２１２１２号号号号    

 大和高田市教育委員会６月定例委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２４年６月１日 

大和高田市教育委員会 

  委員長 村 井 善 治   

記 

 日 時  平成２４年６月７日（木）午後２時００分 

 場 所  さざんかホール ４階 会議室 

 議 案  第１号 第５４回大和高田市美術展覧会開催要項（案）について 

第２号 第２９回大和高田市スポーツ少年大会開催要項（案）について 

第３号 後援願いについて 

第４号 その他 

 

 

 

選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第１０１０１０１０号号号号    

 大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

  平成２４年５月７日 

                             大和高田市選挙管理委員会 

                                委員長 西 川 勝 彦   

１ 日 時  平成２４年５月１５日（火）午前９時００分 

２ 場 所  大和高田市大字大中１００番地の１ 

       大和高田市役所 ３階 西会議室 

３ 議 案  第１号 公職選挙法第２８条第１号、第２号及び第３号の規定による抹消について 

       第２号 その他 

 

選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第１１１１１１１１号号号号    

 大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

  平成２４年５月２９日 

                             大和高田市選挙管理委員会 

                                委員長 西 川 勝 彦   

選挙管理委員会選挙管理委員会選挙管理委員会選挙管理委員会    
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１ 日 時  平成２４年６月２日（土）午前９時００分 

２ 場 所  大和高田市大字大中１００番地の１ 

       大和高田市役所 ３階 東会議室 

３ 議 案  第１号 公職選挙法第２８条第１号、第２号及び第３号の規定による抹消について 

       第２号 選挙人名簿の定時登録について 

第３号 その他 

 

選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第１２１２１２１２号号号号    

 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２３条第１項及び第３０条の７第１項の規定により、

平成２４年６月３日から平成２４年６月７日までの間、縦覧に供する選挙人名簿に登録した者の氏名

及び住所等を記載した書面並びに在外人名簿に登録した者の氏名及び経由領事官の名称等を記載した

書面の縦覧場所は、次のとおりである。 

  平成２４年５月２９日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

 縦覧場所 大和高田市大字大中１００番地の１ 

      大和高田市役所 ３階 選挙管理委員会事務室 

 

選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第１３１３１３１３号号号号    

 平成２４年６月２日現在の大和高田市の議会の議員及び長の選挙権を有する者の総数の３分の１、

６分の１及び５０分の１の数は、次のとおりである。 

  平成２４年６月２日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

          ３分の 1の数 １９，１６３人 

          ６分の１の数  ９，５８２人 

         ５０分の１の数  １，１５０人 

 

 

 

農業委員会告示第農業委員会告示第農業委員会告示第農業委員会告示第６６６６号号号号    

 大和高田市農業委員会６月定例委員会を次のとおり招集する。 

  平成２４年５月２８日 

                              大和高田市農業委員会 

会長 高 井 信 安   

日 時  平成２４年６月７日（木）午後３時 

場 所  大和高田市役所 ３階 東会議室 

議 案  第１号 農地法第３条第１項について申請の件 

     第２号 農地法第５条規定による申請の件 

     第３号 農地法第１８条第６項規定について通知の件 

       第４号 農業経営基盤強化促進法第１８条第１項規定による農用地利用集積計画につ

いて 

       第５条 その他 

 

 

農業委員会農業委員会農業委員会農業委員会    



平成２４年６月１１日（月）       大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公 報報報報              第２８１号 

 40

 

 

 

水道事業告示第水道事業告示第水道事業告示第水道事業告示第４４４４号号号号    

大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１０年企業管理規程第２号）第５条の規定

により、次の者を大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者に指定したので、同規程第１０条第１

号の規定により告示する。 

平成２４年６月１日 

大和高田市水道事業管理者 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

業者名         代表者名    所在地 

株式会社 アダチ住設   安達 倫弘   奈良県磯城郡田原本町新町２６１ 

                           

業者名         代表者名    所在地 

株式会社 道下工業所   道下 彰    大阪府堺市美原区黒山６６番地 

 

業者名         代表者名    所在地 

株式会社 西脇産業    西脇 勤    京都府木津川市加茂町美浪椚５番 

 

  

 

公営企業公営企業公営企業公営企業    


